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１．はじめに 

 「日本人の食への不安が高まっている」、

「日本では犯罪不安が昂じている」、「レン

トゲン撮影の被ばくを不安がる人が増え

てきた」など、様々な領域で人々の不安が

上昇しているという言説を耳にする。また、

不安の増大を前提として、必要な政策が議

論されることもある。しかし、本当に人々

の不安は多方面で高まり続けているのだ

ろうか。もしそうなら、日本人はかつてよ

りも鬱々と日々を過ごしていることにな

る。 

 人々の不安が高まっているという主張

の根拠は、論者の肌感覚であったり（つま

り、根拠薄弱であったり）、あるいは、調査

結果に基づいていても、質問の仕方や結果

のまとめ方が結論を方向づけていたりす

ることもある。例えば、犯罪をテーマとす

る調査で「あなたは犯罪に不安を感じます

か。」と尋ね、「非常に感じる」「かなり感じ

る」「少し感じる」「感じない」という単極

４件法で回答を求めて、前三者をまとめれ

ば、「多くの人々が犯罪に不安を抱いてい

る」という結論を導きやすい。また、人に

は、特定のハザードのみを提示されるとそ

のリスク認知が高まり、それ以外に深刻な

ハザードがあっても、明示されない限り考

慮しないという認知バイアス“out of sight, 

out of mind”がある。もし、対象を広げて調

査すれば、犯罪よりも老後の年金生活や地

震に対する不安の方が強いかもしれない。

更に、人は「昔は良かった」と感じさせる

回顧バイアスに影響されやすいため、

「○○に関して、以前より不安を感じるこ

とが増えましたか。」と尋ねると、回答者が

質問文に対して潜在的に「はい」と答えや

すい傾向と併せて、不安が高まってきてい

るという結果を導きやすいだろう。 

 つまり、特定ハザードにフォーカスした

調査はそのハザードのリスクを過大に見

せがちだし、「以前と比べて近頃はどうか」

という尋ね方をすると、「最近はひどい」と

いう回答を引き出しやすい。それらの調査

結果を表面的に捉えると、人々はあれにも

これにも不安を抱き、しかもその程度は以

前よりひどくなっている、ということにな

ってしまう。そういった調査方法上のバイ

アスをできるだけ抑え、日本人が何にどれ

くらいの不安を感じているのかを知るに

は、一つの調査の中で様々なハザードへの

不安を尋ねたほうがよいのではないか。ま

た、本当に不安が高まっているのかどうか

を知るには、同一の調査を継時的に実施し、

結果の推移を検討すべきではないのか。そ

ういった問題意識のもと、2008 年に本稿で

紹介する第１回の全国調査を実施した。当

初より、４年に１度程度実施できればと考

えていたが、2011年に東日本大震災が発生

し、2012 年の第２回調査はその影響を検証

する機会となった。当時は、「人々は甚大な

地震被害を目の当たりにし、自然災害の恐

ろしさを再認識した」、「福島第一原発の過

酷事故により、日本の科学技術に対する不

安感が高まり、信頼が低下した」という論

調が強かった。本調査は、項目に地震、原

発事故のみならず、他の大規模災害や科学
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技術項目も含んでいたため、そういった主

張の正しさを検証することができた。更に、

震災直後は関連する調査報告も多くみら

れたものの、数年経つと、あまり取り上げ

られなくなった。一方、本研究は予定して

いた第３次（2015 年）、第４次（2019 年）

と調査を重ね、長期的な変化を検証するこ

ともできた。本稿ではそれらの調査結果を

紹介する。 

 

２．継続調査の概要 

調査期間  

第１次調査は 2008 年１月、第２次調査

は 2012年１月（東日本大震災から約 10 ヶ

月後）、第３次調査は 2015 年２月、第４次

調査は 2019 年２月にそれぞれ実施した。

いずれも、サンプリングから調査票回収ま

での一連の作業を、（一社）新情報センター

に業務委託した。 

 

調査対象者 

 いずれの調査においても層化二段無作

為抽出法によりサンプルを得た。まず、地

域人口規模に応じて分類された全国の調

査区から無作為に調査地点を選び、次に、

それぞれの地点の住民基本台帳を用いて

無作為に 20 歳以上の住民を選び出し、調

査への参加を依頼した。第１次調査は標本

サイズ 2,200 人、調査地点 150 地点、第２

～４次調査は標本サイズ 2,000 人、調査地

点 115地点である。 

 第１次調査の回収率は 54.2％、有効回収

数は 1,192、うち男性が 48.0％、女性が

52.0％で、年齢は 20 歳代が 12.2％、30 歳

代が 16.0％、40 歳代が 18.5％、50 歳代が

21.6％、60歳代が18.9％、70歳以上が12.8％

であった。 

 第２次調査の回収率は 56.9％、有効回収

数は 1,138、うち男性が 47.1％、女性が

52.9％で、年齢は 20歳代が 9.4％、30 歳代

が 14.9％、40 歳代が 15.0％、50 歳代が

19.9％、60歳代が22.8％、70歳以上が18.0％

であった。 

 第３次調査の回収率は 53.7％、有効回収

数は 1,073、うち男性が 50.5％、女性が

49.5％で、年齢は 20歳代が 9.9％、30 歳代

が 15.0％、40 歳代が 20.8％、50 歳代が

17.0％、60歳代が20.3％、70歳以上が17.1％

であった。 

 第４次調査の回収率は 55.0％、有効回収

数は 1,099、うち男性が 47.8％、女性が

52.2％で、年齢は 20歳代が 9.5％、30 歳代

が 13.1％、40 歳代が 17.9％、50 歳代が

17.9％、60歳代が20.6％、70歳以上が21.0％

であった。 

 

調査方法  

いずれの調査も事前に調査依頼はがき

を送付した上で、調査員が戸別に出向く、

訪問留置・訪問回収法で実施した。調査名

は「生活意識に関する調査」である。 

 

調査項目 

調査では、できるだけ多種多様なハザー

ドを評価対象とする必要がある。項目選定

にあたっては従来のリスク認知研究の代

表的な文献を参照し、幅広い領域から選ん

だ。更に、日本人の不安についての調査研

究であるから、海外の先行研究でとりあげ

られていなくとも、近年の日本で話題とな

ったハザードは対象に含める必要がある。

しかし、一方では、データの信頼性を保つ

ために、項目数を絞って調査対象者の負担

を抑えなければならない。これらの要件を

考慮し、本調査では以降に示す 51 項目を

採用した。 
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 まず、海外の先行研究を参照して選んだ

項目として、飛行機事故、アスベスト、新

たな伝染病、いじめ、エイズ、家電製品か

らの出火、ガン、ダイオキシン、たばこに

よる健康影響、テロ、脳・心臓疾患、ビル

の火災、異常気象、家庭内の化学物質、医

療ミス、飲酒による健康影響、遺伝子組み

換え食品、外国からのミサイル攻撃、環境

ホルモン、原子力発電所の事故、交通事故、

化学的に合成された食品添加物、泥棒・空

き巣・詐欺などの犯罪、紫外線、住宅の火

災、天然成分由来の食品添加物、殺人・暴

行・誘拐などの犯罪、水難事故、戦争、台

風、化学物質による環境汚染、地球温暖化、

地震、鉄道事故、湯沸かし器による中毒事

故、農薬、薬の副作用、落雷の 38種がある。

従来の研究において医薬関連項目は、外科

手術や輸血、処方薬、避妊薬、アスピリン、

鎮痛剤ダボン、2,4,5-T 系除草剤、DDT な

ど詳細に設定されていたが、本研究では項

目数を節約するため、医療ミス、薬の副作

用、農薬の３種にまとめた。食品添加物は

化学的に合成されたものと天然のものと

に分け、犯罪についても身体犯と財産犯に

分けて設定した。 

 当時の日本で社会的な問題となってき

た項目として、狂牛病（BSE）、子供が受け

る虐待、自殺、食べ物などをのどにつまら

せる、食品の偽装表示、失業、生活習慣病、

耐震偽装、年金問題の９項目を採用した。

これらは、質問紙作成直前の１年間（2006

年９月１日から 2007 年９月 30 日）におい

て朝日新聞（全国）の総合第１面か社会第

１面において関連する内容が報道されて

いることが確認されている。残り４項目の

うち、石油の枯渇は地球温暖化や原子力発

電、更に戦争など他のハザードとトレード

オフ関係が想定されることから採用した。

家庭内不和は身体犯や虐待など他の項目

と関連が深い。日常生活での転倒・転落は

窒息と並んで家庭内での不慮の事故死因

として大きなものであることから項目に

含めた。ナノテクノロジーは当時の新奇な

科学技術を代表するもので、各論的なリス

ク認知研究も行われている。以上のような

観点から合計 51 項目を採用した。 

 

回答方法  

質問紙では回答要領の説明文の後、無作

為に並べたハザード 51 項目への不安評定

を求めた。英語圏では各ハザードについて

主観的な「リスク」の大きさを尋ねる研究

が多いが、日本ではこの言葉が質問票で使

用できるほどには浸透しておらず、そもそ

もの研究目的が日本人の不安にアプロー

チすることなので、単純に不安評定を求め

ることとした。回答用の尺度は「まったく

不安でない」を０点、「非常に不安である」

を５点とする６件法であった。 

 

３．結果と考察 

 結果を図１に示す。最後に実施した 2019

年調査で最も不安評定値の高かった「地震」

を図の最上位に配置し、以降、同年調査で

平均値の高かったものから降順で並べた。

図から、かつての「地震、雷、火事、親父」

になぞらえると、最近は「地震、ガン、交

通事故、年金問題、脳・心臓疾患、地球温

暖化……」などが代表的な不安のタネであ

るようだ。 

 項目ごとに４本の棒がタテに積まれて

おり、一番下から黒（2008年）、灰(2012年)、

白(2015 年)、模様（2019 年）となっている。

全体的な不安の推移をつかむには黒棒

(2008 年)を軸に、そこから上３本の値がど

のように変化しているか、という観点で図
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を概観すると良いだろう。そのようにして、

まず気づくのは、黒棒(2008 年)から上の灰

棒(2012 年)へと短くなっている項目が多い、

ということである。つまり、多種多様なハ

ザードを網羅的に見ると、いくつかの例外

を除いて、2008年から 2012年にかけて人々

の不安は低下傾向にある。 

 最も強力な例外は 2008年から 2012年に

不安評定値を上げた「８原子力発電所の事

故」である（以降の分析の詳細は Nakayachi 

& Nagaya (2016)をご参照いただきたい）。こ

の上げ幅が調査間比較で最大のものであ

った。上昇の原因は 2011 年３月に発生し

た東日本大震災とそれに伴う福島第一原

発事故であろう。2012 年１月の調査時点で

は、原発事故とそれに続く低線量被ばく問

題は全く収束をみせず、日本中が混乱の中

にあった。しかし、逆にいうと、あれだけ

の大災害でありながら評定値の上昇幅は

０点〜５点の６件法で１にも満たなかっ

たのである（2008 年 3.34、2012 年 4.1）。

そう考えると、余程のことがない限り、「全

く不安でない」から「非常に不安である」

の６段階評定尺度上で、上昇幅が２や３を

超えるようなドラスティックな不安の高

まりは考えにくい。また、「１地震」も 2008

年から 2012 年にかけて評定値を上げてい

る（2008 年 3.99、2012 年 4.24）。実のとこ

ろ、震災前の 2008 年調査において地震の

不安評定値は 51 項目中で最も高く、上方

硬直性（あるいは天井効果）があったはず

だが、それにもかかわらず不安評定値は有

意に上昇した。人々が地震を軽んじていた

ところに東北大地震が不意を突いたので

はなく、元々不安であったところにまたし

ても甚大な被害が現実のものとなり、いっ

そう地震への不安が高まったことが窺え

る。 

 これらのように、震災に直接かかわる

「１地震」、「８原子力発電所の事故」の評

定値の上昇は確認できたが、では、他の項

目はどうだったのか。「人々が地震の威力

を目の当たりにしたことで、他の大規模災

害への不安もつられて高まったのか」、「原

発事故の不安が他の科学技術利用にも波

及したのか」。これらの問いに対する答え

は、先述の通り「むしろ逆に不安は低下し

た」となる。大規模災害や天災に関連する

項目としては、「６地球温暖化」や「７異常

気象」、「10台風」、「37落雷」等があったが、

評定値は下がったか、もしくは、有意な変

化はみられなかったかであった。科学技術

利用に関するものとしては、比較的新しく

は「34 遺伝子組み換え食品」や「46 ナノテ

クノロジー」、旧来のものとして「21 化学

的に合成された食品添加物」、「24 薬の副作

用」、「28 農薬」等々が用意されていたが、

これらも評定値は下がったか有意な変化

はない、という結果であった。以上のこと

から、2008 年から 2012 年への推移として

は、震災に直接関係する項目は不安が高ま

ったものの、それ以外は全体として低下し

ており、対比効果、あるいは、不安の総量

は一定であり、ある対象への不安が高まる

とその分、他の不安が低下すると考える

Finite Pool of Worry 説のあてはまりがよい

ようである。 

 また、2012年調査からそれ以降への推移

も併せてみると興味深い。「１地震」への不

安は高止まりであるものの、「８原子力発

電所の事故」の評定値は 2015 年、2019 年

と徐々に低下し、震災前に近づいている

（2012年 4.1、2015年 3.64、2019年 3.48）。

他の項目の多くは 2008年調査から 2012年

調査にかけて評定値が低下したが、その後

の２回の調査であまり大きな変動はない
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（例外的に 2015 年調査の「22 テロ」の値

が突出しているが、これは前年に世界を震

撼させたイスラム国の活動を反映してい

ると思われる）。つまり、2011 年の震災に

より、当事者ともいえる地震や原発事故へ

の不安は高まったが、それらは時間の経過

とともに元の状態に近づきつつあり、それ

ら以外の対象への不安は低下した状態か

らあまり動いておらず、調査を開始した

2008年に比べて人々の不安は、全体として

むしろ低下しているのである。 

図１ ハザード 51 項目の不安評定（平均点） 
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４．おわりに 

 本稿は 2008年から 2019年までの４次の

調査結果に基づいて、様々な領域で人びと

の不安が本当に高まっているのか、という

問題を検討した。残念ながら、2019 年以降

は調査を実施しておらず、データに基づい

た議論はできない。2020 年初頭からコロナ

禍が世界を席巻したが、本研究の調査項目

には「新たな伝染病」が含まれるので、そ

の項目自体の評定値や他項目への影響が

どうであったのか、もし調査を実施してい

れば興味深い分析が可能であったろう。

「戦争」という項目への反応もウクライナ

やパレスチナ・ガザ自治区で起こったこと

や台湾海峡の緊張がどう影響するのか、検

討してみたかったところではある。事案が

発生してから調査を計画して実施するこ

とはできるが、その場合、発生前からの変

化を捉えることはできない。せっかく継続

していた調査を 2019 年をもって一区切り

つけたことで、貴重な機会を逸してしまっ

たともいえる。 

 しかし、代表性の高いサンプルで全国調

査を実施するにはかなりのコストを要し、

研究者個人が同じ調査の反復のために長

年にわたって研究費を調達し続けること

は容易ではない。また、こういった調査は

定点観測的な意義があり、同じ調査をする

ことが重要なのだが、新たな知見を求める

研究者にとって同じことの継続はかなり

の忍耐を要する。人びとが何に不安を感じ

ているのか、それは上昇傾向にあるのか低

下しているのかといった問題は、学術的な

関心だけでなく、政策の決定にもかかわる

と思われるので、安定した公的財源によっ

て調査が実施され、誰もがそのデータにア

クセスできるようになれば理想的である

と思う。 
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